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図表１－１ 人口の推移

天草市産業振興促進計画 

令和４年２月２８日作成 

熊本県天草市 

１．総論 

（１）計画策定の趣旨 

ア 地勢・位置 

天草市は、熊本県南西部に位置し、周囲を藍く美しい海に囲まれた天草上島と

天草下島及び御所浦島などで構成する天草諸島の中心部に位置しており、面積は、

６８３．８２平方キロメートルで県内最大を誇る。 

地形は、そのほとんどが山林で占められ、急峻で平野部は少なく、河川沿いの

平地部や海岸線の河口部に市街地や農地が展開し、市街地を結ぶように海岸線沿

いに国・県道などが配置・整備されている。 

気候は、海岸部の一部において無霜地帯があるなど、冬は暖かく、夏は比較的

涼しい海洋性の気候である。 

イ 人口 

本市の人口は、［図表１－１］のとおり、新市施行直前の平成１７年国勢調査の

９６，４７３人から令和２年では７５，７８３人と年々減少し、この１５年間で

２０，６９０人（２１．４％）減少している。今後もこの傾向が続き、国立社会

保障・人口問題研究所の推計によると、令和７年には６９，７８２人になると予

測されている。また［図表１－２］のとおり、総人口の減少が続く中で、６５歳

以上の人口は増加を続けている。高齢者比率は平成１７年には３０．９％であっ

たものが、令和２年には４１．２％となっており、令和７年には４４．３％まで

推移していくことが予想されている。 

一方、１４歳以下の年少人口は大幅な減少をきたしており、平成２７年の９，

８３２人から令和２年の８，４３６人と近年の５年間で減少率は１４．２％と非

常に高くなっている。また、１５歳から６４歳までの生産年齢人口は、平成２年

から５年ごとに７～９％程度減少していたが、平成２２年以降は１０%を超える

推移で減少している。特に３０歳未満の若年者の減少は顕著で、産業の担い手不

足、後継者不足等による地域活力の低下といった課題に直面している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 
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（出典：国勢調査） 

 

 

（出典：国勢調査） 

ウ 産業 

本市の総生産額は、［図表１－３］のとおり、平成２５年度は約１，９７５億円

であったが、平成３０年度は約２，１１３億円と５年間で約１３８億円（７．０％）

増加しているものの、平成２６年度以降は、ほぼ横ばいとなっている。なお、平

成３０年度の対前年度比は、１．７％減の小幅なマイナス成長となっている。 

 

（出典：熊本県統計協会・市町村民経済計算） 

 

このような状況の中で、本市の産業各分野が持続的に発展していくためには、

経済活動を活発化させ、雇用を確保することが必要であり、そのためには、ＩＣ

Ｔも活用しつつ、本市の基幹産業である農林水産業をはじめ、製造業や観光業の

更なる振興を図ることが重要である。 

このため、本市の現状を踏まえた課題の解決にあたり、平成２７年施行の改正
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半島振興法（昭和６０年法律第６３号）第９条の２第１項の規定に基づき、産業

振興促進計画を策定したところ、同計画の期限到来に伴い、新たに計画を作成す

るものである。 

 

（２）前計画の評価 

ア 前計画における目標 

本市は、平成２９年に認定された天草市産業振興促進計画（平成２９年１０月

～令和３年度。以下「前計画」という。）において、次のような目標を設定してい

た。 

【目標】 

 新規設備投資件数 新規雇用者数 

製造業 １３件 ３４人 

旅館業 ９件 ９人 

農林水産物等販売業 １件 １人 

情報サービス業等 １件 １９人 

 

イ 目標の達成状況等 

前計画の期間において、令和２年度末時点で次のような達成状況となった。 

【達成状況】 

 新規設備投資件数 新規雇用者数 

製造業 ２４件 ５１人 

旅館業 ４件 ３人 

農林水産物等販売業 ２件 ８人 

情報サービス業等 ３件 ３９人 

※数値は産業振興チャレンジ事業等による実績値に基づく 

【成果及び課題】 

・起業創業による支援や新たな設備投資に対する利子補給による支援を実施す

ることで、製造業、地元産品を使用した農林水産物販売業において新規設備

投資件数の増加に繋がった。 

・企業誘致を推進し、製造業２件の進出により、新規雇用者の増加に繋がった。 

・情報サービス業等においては、ＩＴ関連企業の誘致に取り組んだ結果、３件

の進出があり、新規雇用者の増加に繋がった。また、そのうち１件がテレワ

ーク事業の実施により、新たな雇用体系の創出に繋がった。 

 

ウ 成果及び課題を踏まえた本計画における対応方針 

・起業創業や既存事業者支援による雇用を創出する 

・地域資源を活用した産業振興による雇用創出 

・農林水産業の成長産業化 

・観光産業の成長産業化 

 



- 4 - 

 

２．計画の区域 

本計画の対象とする地区は、熊本県天草市の区域の一部（旧本渡市、旧牛深市、

旧有明町、旧倉岳町、旧栖本町、旧新和町、旧五和町、旧天草町及び旧河浦町）と

する。 

 

 

３．計画の期間 

本計画の計画期間は、令和４年４月１日から令和９年３月３１日までの５年間と

する。ただし、必要に応じて見直しを行うものとする。 

 

４．計画区域の産業の現状及び課題 

計画区域における産業の現状及び課題については次のとおり。 

（１）天草市の産業の現状 

①地域の特色 

ア．インフラの整備状況、交通ネットワークを踏まえた物流の環境 

本市では、国道２６６号、３２４号、３８９号及び県道が各地域を結ぶよう

に走っているが、九州本土に繋がる陸路は国道１本である。 

国道、県道は、観光及び経済の面で重要な役割を果たす道路であるとともに、

その他の道路と併せて市民生活における主要なネットワークを構成している。

市全体の均衡ある発展と地域経済を活性化させるためにも、国道、県道の改良

整備及びその維持管理が必要であり、地域間交流や広域連携の強化には高規格

道路「熊本天草幹線道路」の整備が不可欠である。特に、令和４年度の開通を

目指し進められている第二天草瀬戸大橋（仮称）を含む「本渡道路」の早期完

成が必要である。 

イ．地域資源の賦存状況、地域の産業の特性等 

本市は、良質で多品目の農林水産物を生産しており、基幹産業である農林水

産業を次世代に引き継いでいくため、魅力ある職業としての農林水産業の確立

を目ざし、担い手の確保・育成や生産基盤の強化、新たな需要の創出、生産か

ら加工・流通・販売までを天草内で完結させる６次産業化の推進など、産地間

競争に打ち勝つ取り組みを加速している。 

市場や消費者のニーズを捉えた天草産品の価値を見出し、その価値を高める

ことにより、他地域との差別化を図るとともに、ターゲットとする顧客や市場

に対しても、その特徴や価値を十分に伝えていく仕掛けづくりを行いながら、

天草ブランドの浸透を図る必要がある。 

②近年の対象地区の産業の動向 

ア．商工業（製造業 を含む） 
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本市の製造業の事業所数（４人以上）は、［図表４－１］のとおり、平成２６

年の１３９件から減少傾向にあり、令和２年には１２７件と、１２件（８．６％）

減少している。従業員数については、平成２６年の２，３２３人が、令和２年

には２，２６８人と、５５人（２．４％）減少している。 

一方で、製造品出荷額等については、［図表４－２］のとおり、平成２６年の

２８１億円から令和２年には２９９億円まで回復している。 

本市の商工業者のほとんどが中小企業であり、中でも商業は、既存商店街や

地元店舗などの小売機能が低下し、商いの場としても、市民が集う交流の場と

しても活気を失っており、両面からの商業活性化が求められている。また、身

近な店舗の閉店などにより、日用品の買い物に不便を感じている買い物弱者対

策も必要となっている。 

 

（出典：経済産業省工業統計調査、平成 27年、28年は未実施） 

 

（出典：経済産業省工業統計調査、平成 27年、28年は未実施） 
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図表４－１ 事業所数・従業員数の推移
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図表４－２ 製造品出荷額等の推移
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イ．観光（旅館業を含む） 

本市の令和元年の宿泊者数は、［図表４－３］のとおり、２８０，１８０人と

なっており、平成２７年の２７５，７７７人と比較すると約４千人（１．６％）

増加している。 

なお、外国人宿泊者数は、平成２７年から年々増加し、令和元年には３，１

０８人となっているが、これは全体の宿泊客の１．１％程度である。 

今後、地域資源を活かした周遊・滞在・交流型観光につなげる魅力づくりや

戦略的な情報発信の仕組みづくり、また地域団体等による永続的な担い手づく

りに取り組む必要がある。 

図表４－３ 宿泊客数の推移 

 

 

（出典：天草市観光統計調査） 

R元 110,761 166,311 3,108 280,180 99.73%

H30 123,479 154,737 2,723 280,939 108.15%

H29 117,374 140,281 2,116 259,771 91.01%

H28 130,351 153,316 1,774 285,441 103.50%

H27 106,827 167,633 1,317 275,777

調査年

宿泊客

県内 県外 外国人 宿泊客計 前年比

110,761 
123,479 117,374 

130,351 
106,827 

166,311 
154,737 

140,281 

153,316 

167,633 

3,108 2,723 
2,116 1,774 

1,317 

280,180 280,939 

259,771 

285,441 
総数275,777 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

R元H30H29H28H27

【宿泊客内訳(人)】 県内 県外 外国人

（単位：人） 



- 7 - 

 

ウ．農林水産物等販売業 

本市の農産物を主な販売品目としている株式会社ＪＡ直売天草「天草とれた

て市場」の利用人数は、［図表４－４］のとおり、平成２８年度は５０９千人、

令和２年度は４３９千人と、７０千人（１３．８％）減少している。売上額も、

平成２８年度の８１２百万円から令和２年度の７４７百万円と、６５百万円

（８．０％）減少している。 

農林水産業全体として、６次産業化による産業振興が大きな経済振興に結び

つくことから、６次産業化に取り組む人への徹底的な支援を行うとともに、関

係団体と連携した支援体制を整え、加工グループ等の小規模な事業者の６次産

業化による更なる商品開発と販売の強化を支援しながら、その取り組みを促す

必要がある。 

また、生産し、加工した商品をいかに売るか（販売するか）について、都市

部等の企業のノウハウや知識などを活用し、さまざまな手法による販路拡大に

向けた取り組みを推進する必要がある。 

 

（出典：株式会社 JA直売天草「天草とれたて市場」提供） 

 

参考①：農業 

本市の農業は、市の基幹産業であり、全国的な早場米産地としての早期

水稲や、温暖な気候と南向きの斜面を生かした温州みかん、不知火（デコ

ポン）、ポンカンや、晩柑等の柑橘類、ミニトマト、キュウリ、イチゴ、花

卉などの施設園芸、天草黒牛、養豚、天草大王といった畜産など多岐にわ

たり営まれている。 

しかし、地域の概ねが中山間地域のため経営規模が小さく、少量多品種

の栽培形態であることや、大消費地から遠隔地であるが故の栽培コスト

高、流通経費高などから、価格競争には不利な状況にある。また、施設化
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図表４－４ 天草とれたて市場 利用人数及び売上額の推移

売上額(百万円) 利用人数(千人)



- 8 - 

 

の遅れにより風雨など気象の影響を受けやすく、品質のばらつきや、生産

量が不安定なため、産地ブランド化が遅れ結果的に産品の価格低迷につな

がり、農家所得が上がりにくい状況にある。 

これらの状況から、農業担い手、後継者の確保・育成を図ること、農業

生産基盤の整備や、農業経営の安定並びに優良農地の保全策を講じるこ

と、農地の維持管理及び耕作放棄地の防止と、農村環境の保全を図ること、

消費者に喜ばれる農産物の生産、産地ブランド化を推進することが主要な

課題となっている。 

 

参考②：林業 

本市の森林面積は平成３１年４月現在、４６２平方キロメートルで総面

積の６７％を占めており、その９８％が民有林である。また、その内訳は

スギやヒノキ等の人工林が４３％、広葉樹等の天然林が５４％、その他の

森林が３％で、人工林率は熊本県全体平均の６０％を下回っている。 

近年の木材価格の低迷や価格変動、林業経費の上昇、高齢化による林業

担い手の減少などの影響により、林業生産活動が低迷しており、適切な森

林経営を続けることが困難となっている。また木造住宅の新築、増改築に

おいては天草産材以外の木材も多く使用されていることから、天草産材の

品質の良さや地域の木材を使用することの意義等の普及啓発や支援制度

のＰＲを行い、天草産材の需要拡大を図っていく必要がある。 

 

参考③：水産業 

本市は周囲を東シナ海、八代海、有明海という水産資源豊かな好漁場に

囲まれ、古くから漁船漁業を中心に水産業が営まれてきた。特に、牛深地

域は県内最大規模の漁港である牛深漁港を有し、九州屈指の漁業基地とし

て栄えてきた。 

これまで、獲る漁業を主体として漁船装備の近代化や漁具の改良が進め

られてきたことにより漁獲能力は向上し漁獲量も増大してきたが、近年は

資源減少による慢性的な漁獲量の減少に加えて魚価の低迷が続いており、

さらに燃油の高騰により漁業経営も苦しくなる等、漁船漁業の活力が低迷

している。 

漁業就業者数においては、ここ２０年で５３．８％が減少しており、高

齢化と後継者不足も相まって、漁村集落は急激に活力が失われている。 

また、水産物の消費、魚価についても、全般的に低迷が続いているうえ

に今般の新型コロナウイルス感染拡大の影響により、消費の冷え込みは加

速化している状況にある。さらに、魚離れも進んでいることから、漁業協

同組合等と連携して、消費者ニーズにマッチした、加工品の開発やブラン

ド化等の取り組みを進め消費拡大・魚価向上を図っていく必要がある。 
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エ．情報サービス業等（情報通信業） 

本市の情報通信業の就業者数は、［図表４－５］のとおり、平成１７年の１５

０人から平成２７年は８３人となり、６７人（４４．７％）減少している。 

また、総生産額については、平成１７年の７，９５４百万円から減少してお

り、平成２２年には６，９２０百万円（１３．０％）まで減少、平成２７年に

は６，７１９百万円（２．９％）に減少している。 

都市部から遠い本市においては、民間通信事業者による整備が進まないこと

から、平成１９年度から３年間で市内の公共施設を光ファイバケーブルで接続

する情報通信基盤の整備を行った。 

今後は、この市が整備した光ファイバケーブルの利活用を図り、情報化がも

たらす利便性を住民の誰もが平等に受けられるように対策を講ずる必要があ

る。また、光ファイバケーブルの民間開放では、地域間の情報格差を解消する

ため、市の光ファイバケーブルを放送事業者等の通信事業者に貸し出しを行っ

ている。今後、通信事業者の放送・通信エリアの拡張計画や市民からの要望を

踏まえ、更なる情報通信基盤の整備に向け、国が実施する施策を活用した事業

に取り組む必要がある。 

 

 

 

（出典：就業者数は国勢調査、総生産額は熊本県市町村民経済計算） 

 

 

５．計画区域において進行すべき業種 

（１）製造業 

（２）旅館業 

（３）農林水産物等販売業 

（４）情報サービス業等 
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図表４－５ 情報通信業の就業者数･総生産額の推移

総生産額（百万円） 就業者数（人）
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６．事業振興のために推進しようとする取組・関係団体等との役割分担及び連携 

計画区域の産業の振興を図るため、各主体が連携を図りながら、以下の取組み

を進める。 

 （１）天草市 

①共通 

・企業進出や既存施設の拡大を促進するため、製造業、旅館業、農林水産物

等販売業、情報サービス業等で基準を満たす企業等については、固定資産

税の課税免除又は不均一課税を行う。 

・企業進出又は既存企業の事業所の増設による雇用機会の拡大を図るため、

製造業、旅館業、情報サービス業等において、市が指定した企業について

は、限度額の範囲内において事業所等の建設に係る補助金や雇用奨励金等

の交付を行う。 

・本計画の実現・実効性の確保に向けて、制度の見直しや環境整備について

検討する。 

・企業進出や新たな設備投資を促進するため、市広報誌やホームページ等を

活用し、市独自の補助制度や租税特別措置法における制度の周知を行う。 

②製造業 

・熊本県と連携し、特に食品加工関連企業の誘致を積極的に行う。 

・人材の確保のため、天草公共職業安定所と連携することで、既存企業間の

情報交換を密にし、雇用情報の提供等の充実を図るほか、民間事業者と連

携し、市民や市内事業所の従業員を対象とした基本的な業務スキルや専門

技術に関する講習会等を行う。 

③旅館業 

・人材を育成するため、一般社団法人天草宝島観光協会と連携し、接遇等の

研修会を開催する。 

・観光客誘致のため、観光振興アクションプランに沿った施策を実施し、地

域や関係機関と連携。体験型・着地型観光の受入体制の整備や、観光需要

が大きい福岡県等の大都市をメインターゲットとして観光プロモーショ

ンを強化する。 

④農林水産物等販売業 

・農林水産業(一次産業)における担い手の確保のため、新規就業者への支援

を推進するとともに、農業においては集落営農組織への支援も併せて推進

する。 

・農業経営のスキルアップのため、経営改善計画の立案を支援するとともに、

同計画の新たな認定や再認定を推進することで、効率的な農業経営の実施

を促進する。 

・農業経営の強化を図るため、農業者に「強い農業づくり総合支援交付金」、

「産地パワーアップ事業」等の活用を推進し、効率的な農業経営を促進す
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る。 

・魚価の低迷や資材高騰等により疲弊している水産業や漁村を再生し、水産

業の持続的な発展を図るため、市内各地域水産業再生委員会による「浜の

活力再生プラン」の策定を支援し、本プランに沿った国の支援策を活用可

能とする。 

・農林水産物等の販売を促進するため、天草宝島物産公社や農林水産物等販

売者と連携し、販売体制の整備を行う。 

・林業の振興を図るため、天草地域森林組合と連携し、木材の安定確保に努

め、供給体制を構築するとともに、木造化・木質化を推進する。 

⑤情報サービス業等 

・安心・安全なインターネットの利活用を促進するため、講習会等を通じ、

市民の情報リテラシーの向上を図る。 

・デジタルデバイドの早期解消のため、電気通信事業者等と連携し、超高速

ブロードバンド環境の整備を推進する。 

・本市の活性化を図るため、情報サービス関連企業の誘致を促進する。 

 （２）熊本県 

・租税特別措置の活用を促進するため、熊本県の企業向けホームページで周

知を図る。 

・地元への波及効果が大きく、産業振興を図るうえで重要と認められる企業

の立地を促進するため、一定条件を満たす新設、増設を行う企業に対して

立地促進補助金を交付する。 

・「熊本県産業成長ビジョン」に基づき、半導体や自動車関連企業などの製

造業、および医療、食品、物流企業やＩＴ・情報サービス関連産業の企業

誘致とともに、更なる「知」の集積を目指し企業の研究開発部門の誘致活

動を行う。 

・県南フードバレー構想に基づき、県南地域の豊富な農水産物を活かし、食

品・バイオなどの研究開発機能や企業を集約させる「フードバレー」の形

成を推進することにより地域活性化を目指し、「食」関連産業の振興に向

けた幅広い取組みを展開していく。 

・県内企業の競争力を高め、持続的な発展に寄与する人材の育成を図るた

め、ものづくりに関する技術・技能・国際取引の実務等、企業が望む内容

の在職者・求職者向け講座を実施する。 

・「熊本県食料・農業・農村基本計画」において、持続可能な産業として再生

していくため、稼げる農業を目指して、生産対策や担い手対策など各種施

策を展開していく。 

・「熊本県水産業振興基本構想」において、水産業の活力向上のため、漁場環

境の整備や担い手の確保など各種施策を展開していく。 

・「熊本県森林・林業・木材産業基本計画」において、県産木材需要を最大化

させるため、成熟した資源をいかせる林業の仕組みを構築する。そのため

に、森林・林業・木材産業・木材需要の各分野において、木造化・木質化
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の推進や持続可能な森林経営など各種施策を展開していく。 

・熊本６次産業化サポートセンターによる支援として、専門的な知識・経験

を有した６次産業化プランナーが、総合化事業計画認定のサポートやアド

バイスを行う。 

・中小企業者を対象とし、産業活性化資金の貸付や、新事業展開支援資金の

貸付（熊本県中小企業融資制度）などの支援を行う。 

 

 （３）関係機関 

①一般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団） 

・地域振興に資する民間事業活動等が積極的に展開されるように、ふるさと

財団の支援を得て、地方債を原資として民間事業者等に無利子資金の貸付

（地域総合整備資金貸付金）を行う。 

②公益財団法人くまもと産業支援財団（熊本県中小企業支援センター） 

・技術開発、共同研究、人材育成、販路開拓、資金面など、技術・経営両面

で事業化の各階で総合的に一貫して支援する体制を整え、創業、新分野進

出や経営革新などにチャレンジされる方への支援を行う。 

③一般財団法人熊本県起業化支援センター 

・新規起業者や新分野進出企業を支援するため、株式引受、転換社債引受と

共に、財務・経営等に関する総合的なコンサルテーション事業を展開し、

支援を行う。 

④本渡商工会議所、牛深商工会議所、天草市商工会 

・経営者研修等による人材育成の実施、経営改善指導を行い、また、異業種

間の交流を促進し、雇用情報等の提供を行うとともに、その他本市の商工

業の振興に必要となる加盟企業の育成を推進する。 

⑤あまくさ農業協同組合、本渡五和農業協同組合 

・組合員に営農指導を行うとともに、生産者（組合員）と買い手間の市場販

売や契約販売等における仲介を行う。加えて、組合員の設備導入に係る支

援を行う。また、「強い農業づくり総合支援交付金」等を活用して効率的な

集出荷貯蔵施設等を整備し、農産物の持続的かつ安定的な供給体制を構築

する。 

⑥天草漁業協同組合、有明町漁業協同組合、島子漁業協同組合、嵐口漁業協同

組合、御所浦町漁業協同組合、倉岳町漁業協同組合、栖本漁業協同組合 

・組合員に操業指導を行うとともに、生産者（組合員）と買い手間の市場販

売や契約販売等における仲介を行う。また、海洋資源の確保・拡大のため、

漁場の整備を行う。 

⑦天草地域森林組合 
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・苗木の植付け、不良木の伐採等の除間伐、収益目的の利用間伐や皆伐を行

う林産事業、そこから生産した木材を住宅建築等資材の原料となる加工を

行う。 

⑧一般社団法人天草宝島観光協会 

・市と連携し、ホームページ・ＳＮＳ等を活用し、本市のＰＲ活動を強化す

るとともに、食のキャンペーンを通じて観光客の満足度向上に取り組む。

また、各支部の活動を通じ、各地域の特性、魅力を活かした観光素材の開

発や実施による誘客及び受入体制の充実を図る。 

⑨一般社団法人天草市起業創業・中小企業支援機構（天草市起業創業・中小企

業支援センター“アマビズ”） 

・中小企業や自営業者、起業家すべての方を対象に、相談を通して強みを再

発見し、売上アップの提案をし、より輝けるよう応援する。 

⑩天草宝島物産公社 

・天草地域の新鮮な農林水産物や加工品などの情報を広く全国に発信し、都

市部の企業と生産者とのマッチングや、複数の産品の受注・発注を一元化

し、取引先の利便性向上にも取り組むことで、天草産品の販路拡大を図る。 

 

７．計画の目標 

（１）設備投資及び雇用に関する目標（令和４年度～令和８年度までの累計） 

 新規設備投資件数 新規雇用者数 

製造業 １５件 ２５人 

旅館業 ５件 ５人 

農林水産物等販売業 ５件 ５人 

情報サービス業等 ５件 ５人 

 

（２）事業者向け周知に関する目標（毎年度） 

項目 目標内容 

広報等による情報発信 
市ホームページに租税特別措置等に関する情報

を掲載 

事業者への直接周知 
申告時期に合わせて償却資産保有者にパンフレ

ットを配布 

 

 

８．計画評価・検証の仕組み 

計画期間終了後に目標の達成状況等の評価を実施することとする。 

 

  


